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<主なやり取り>

研修期間中は、休日出勤が常態化している！
組合：令和６年度の研修の実績、見込みは。

会社：年度が終わっていないので実績は取りまとめていないが、昨年度と同等

になる。具体的な数字は持ち合わせていない。

組合：リニアの研修と言われたが、研セで行うのか。

会社：マネジメントであるなら、経営職に向けた研修である。研セで行うが、

主管する中央新幹線建設本部の研修で、技術的な研修ではない。

組合：グループ会社の研修の実績はどうか。

会社：現時点で、令和６年度はグループ会社２８社、のべ１，４００名の研修

を受け入れた。年々変動がある。

組合：令和５年度では３２社、４，０００名受け入れたが、要員が減ったため
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適正要員を確保した上で、研修を行うこと！
「令和７年度社員教育について」業務委員会を開催
本部は３月１９日、「令和７年度社員教育について」について業務委員会を

開催しました。

会社より、令和７年度の主な取り組みとして、(1)教育機会の充実による社

員能力の更なる向上で、①経営環境変化に対応する教育施策の展開、②マネジ

メント力の向上を図る研修の実施、③女性活躍推進に関する研修等の実施、④

各種選抜研修のブラッシュアップ、⑤「One STEP」活動・提案活動の推進、(2)

「安全意識」、「規律・規範意識」の更なる醸成、(3)職場内・組織間における

対話の量と質の向上、(4)若手社員の早期育成、(5)総合研修センターを活用し

たＪＲ東海グループとしてのレベルアップについて説明を受けました。そして、

研修計画として、新設する研修１３講座、再開する研修１３講座、休講する研

修１１講座、廃止する研修１６講座について説明を受けました。

本部は、職場で要員が不足している状況で、職場から研修に行くと更に不足

が拡大し、年休が入らないため、研修の人員を見込んだ要員配置をするように

強く主張しました。
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なのか。

会社：要員については検証のしようがない。ただ、ニーズとしてはある。変動

は各社の事情によるものである。

組合：「制度改正に伴う内容充実」とあるが、２年連続でＤ判定の制度の導入

に伴う管理者の研修を行うということか。

会社：経営職でない考課者もいる。考課者に対しては考課者訓練を実施してい

る。既存の考課者については、令和６年度中に全て行った。新たな考課者

になる人は、考課者訓練を行う。

組合：電気車運転講習課程（転換）というのは、ＤＣからＥＣのことなのか。

会社：対象者が少ないので、効率良く研修するために、隔年としている。

組合：職場では、要員不足のため、とても研修に出せる余裕はない。定期行路

に臨行路を付けている状況だ。

会社：職場の要員状況を見ながら行っている。転換に限ったことではないが、

研修として構えておいて、結果的に開催しなかったケースがある。

組合：年休が入らない、育休で休んでいる社員がいる。要員は考えて対処する

こと。

組合：全研修ののべ人数は。

会社：計画で約８２，９００人である。新入社員が多いので、多い数字になる。

組合：駅業務のキャリア採用だが、駅業務ができる社員を有効活用すべきであ

る。例えば、新横浜駅営業三課の遺失物扱いなど、同じ駅社員ならできる

はずだ。

会社：主張は伺ったが、今日はテーマが教育である。

組合：「合理化」とあるが、どういう意味か。

会社：人減らしではなく、研修の合理性を追求するという意味である。

組合：車両所でゴールデンハンマーの社員がいるが、研修と関係するのか。

会社：研セで教育するものではない。鉄道事業本部で行っているものである。

組合：昇格試験に反映されていない。技術的に優秀な社員が昇格試験に受かっ

ていない。考えるべきだ。

会社：主張は分かるが、系統別での取り組みなので、鉄道事業本部が責任を持

って、しっかり見ている。

組合：研セに行くことにより、要員問題に跳ね返る。休日出勤で乗り切ってい

るのが実情だ。適正要員を確保した上で、研修を行うことを強く要請する。

以 上

＊会社回答は次ページに掲載
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